
経済産業省における
介護テクノロジーの施策動向

２０２５年６⽉１８⽇

経済産業省

商務・サービスグループ 医療・福祉機器産業室
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⾼齢化の進展
 ⽇本は世界⼀の⻑寿国

 ⾼齢化率も世界で最も⾼い⽔準、2040年には65歳以上⼈⼝⽐率は35％近くに達する⾒込み

世界の平均寿命
平均寿命

（男⼥平均）国名順位

84.5⽇本1

83.9シンガポール2

83.8韓国3

83.3スイス4

83.1オーストラリア5

82.9ノルウェー6

82.8ルクセンブルク7

82.7スペイン8

82.7スウェーデン8

82.6アイスライド10

（出所）World Health Statistics 2024 （出所）令和6年版⾼齢社会⽩書

世界の⾼齢化率の推移（総⼈⼝に占める65歳以上⼈⼝の推移）

資料３
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⽣産年齢⼈⼝の減少
 少⼦⾼齢化の進⾏により、我が国の⽣産年齢⼈⼝（15〜64歳）は1995年をピークに減少
 ⽣産年齢⼈⼝の減少により、労働⼒の不⾜など様々な社会的・経済的課題の深刻化が懸念されている

（出所）令和6年版⾼齢社会⽩書
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0% 20% 40% 60%

健康面（感染症、怪我）の不安がある

休憩が取りにくい

精神的にきつい

業務に対する社会的評価が低い

有給休暇が取りにくい

身体的負担が大きい（腰痛や体力に不安がある）

仕事内容のわりに賃金が低い

人手が足りない
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介護⼈材の不⾜
 介護⼈材不⾜を解消するためには、介護する側の⽣産性向上や負担軽減、介護される側の⾃⽴や社会

参画の促進（介護需要の低減）に資する機器の開発・普及が有効な⼿段

7.0%

19.1%

19.1%

53.1%

53.7%

0% 20% 40% 60%

分からない・無回答

その他

景気が良いため、介護業界へ人材が集まらない

同業他社との人材獲得競争が激しい

他産業に比べて、労働条件等が良くない

【介護⼈材の需給の推計】

【労働条件の悩み、不安、不満等（対介護職員への調査項⽬）】

【採⽤が困難である理由（対事業所への調査項⽬）】

（出所）公益財団法⼈介護労働安定センター「令和２年度介護労働実態調査」より、経済産業省が作成

（出所） 「第9期介護保険事業計画に基づく介護⼈材の必要数について
（令和6年7⽉12⽇）」 別紙１より
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福祉⽤具
 福祉⽤具の中には、⾞いすや杖、義肢・装具等の従来型の機器に加えて、最先端の技術を活⽤した機

器(介護テクノロジー)が存在

市場成⻑性・⼤
（海外市場獲得の可能性・⼤）

先進性・⼤

共⽤品

シャンプーの凹凸

⽜乳パックの切れ込み

温⽔洗浄便座

電動⻭ブラシ

点字、凸⽂字、⾳声、光な
どの機能を有した障害に関
わらず使える製品

・⾞いす
・杖・歩⾏器
・ポータブルトイレ
・義肢・装具
・特殊寝台 等

カワムラサイクル、
松永製作所等

介護テクノロジー
（ロボット介護機器）

三菱DCS
(コミュニケーション)

コニカミノルタ
(⾒守り)

DFree
(排泄⽀援)

パナソニック
(⾒守り)R.Tワークス

(移動⽀援)

経済産業省・厚⽣労働省が
開発・導⼊を⽀援

スズキ、
WHILL等

福祉⽤具
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⽀援施策の⽅向性
• ⾼齢化率の進展、社会保障費の増⼤、介護⼈材不⾜といった社会課題を解決するため、介護する側の

⽣産性向上や負担軽減、介護される側の⾃⽴や社会参画の促進に資する介護テクノロジーを開発

• 介護テクノロジーの重点分野として開発・普及を促進することで社会課題の解決を⽬指しつつ、産業競争
⼒強化を図り、世界に先がけて⾼齢化が進む⽇本で成功モデルを作りながら、世界市場の獲得を⽬指す

研究開発における
エビデンスの提供 エビデンス取得のため

の基盤整備

機器の適切な評価のための指標づくり
エビデンス評価・普及のための仕組みづくり

⺠間企業、研究機関等による研究開発における
エビデンス取得

環境整備
・

成果普及

①開発⽀援
⾼齢者の⾃⽴⽀援と介護者の負担
軽減に資する開発の強化

①エビデンス基盤整備(開発⽀援)
介護サービス事業所、⾃治体、⺠
間企業等が連携し、エビデンスに
基づく開発・社会実装の実現に向
けた基盤整備

③環境整備
研究成果の普及、海外展開に
向けた環境整備、マッチング⽀援
を⽬的としたシンポジウムの開催

④介護DX
介護現場のDXに資する、エビデン
スに基づく投資効果の⾼い介護テ
クノロジーの開発を促す

海外展開
⽀援

②海外展開調査
介護テクノロジーの海
外展開に向けた課題や
ノウハウの集約、海外
市場の獲得
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事業⽬的・概要 事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）
事業⽬的
⾰新的な医療機器・システムの開発等による国内外市場の獲

得を通じ、「健康・医療戦略」（令和２年３⽉27⽇閣議決定、
令和３年４⽉９⽇⼀部変更）の基本理念である「世界最⾼
⽔準の技術を⽤いた医療の提供への寄与」及び「経済成⻑への
寄与」の実現を⽬的とする。

加えて、⾼齢化の進展による介護需要の増加により、介護現
場では⼈材の不⾜が深刻化している状況を踏まえ、介護の⽣産
性向上や介護の質の向上等を実現することを⽬的とする。

成果⽬標・事業期間
令和７年度から令和12年度までの６年間の事業であり、
Ⅰ（１）⾰新的な医療機器創出事業
短期的には令和17年度までに⽀援課題のうち30％の国内実

⽤化、⻑期的には国内実⽤化課題のうち80％の海外実⽤化を
⽬指す。
Ⅱ（２）介護テクノロジー社会実装のためのエビデンス構築事業

短期的には令和９年度までの⽀援課題について、令和12年
度までに30％の国内実⽤化、⻑期的には令和17年度までに海
外展開率５％の達成を⽬指す。

事業概要
Ⅰ 研究開発事業
（１）⾰新的な医療機器創出事業
我が国の医療機器産業の国際競争⼒を強化するため、グロー

バル市場獲得を⾒据えた最先端の科学技術を駆使した⾰新的
な医療機器・システムの研究開発を⽀援する。
（２）医療機器版3R事業
我が国の医療機器産業の競争⼒強化を通じた医療機器の安

定供給を実現するため、供給途絶リスクの⾼い医療機器の国産
化を⽬的とした開発や、再製造医療機器の開発を⽀援する。
Ⅱ 事業環境整備事業
（１）医療機器開発ガイダンス事業

医療機器実⽤化を促進する環境整備のため、開発ガイダンス
の策定等を⾏う。
（２）介護テクノロジー社会実装のためのエビデンス構築事業
介護現場の課題を解決する介護テクノロジーの普及を促進する

環境整備のため、社会実装に向けたエビデンス構築・基盤整備
⽀援及び取得したエビデンスを活⽤した海外展開⽀援等を⾏う。

Ⅰ（１）委託・補助（2/3）
Ⅰ（２）補助（2/3）
Ⅱ（１）委託
Ⅱ（２）委託・補助（1/3、2/3）※

AMED ⺠間企業等国
補助

（定額）

医療・健康推進事業のうち、
（４）次世代型医療機器開発等促進事業
令和7年度予算額 24億円（新規）

商務・サービスグループ
医療・福祉機器産業室

※⼤企業︓補助（1/3）
中⼩企業︓補助（2/3）
⼤学・研究機関等︓委託
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①開発⽀援
• 介護テクノロジーの開発⽀援は、これまで、128件の⽀援を⾏い、うち35件が実⽤化

• デジタル技術の進展から、スマートフォン等のデバイスと連携させたICT機器の開発が進む

事業者 ︓ DFree株式会社 DFree

事業者 ︓コニカミノルタ株式会社 HitomeQ

画像センシング技術を活⽤し、データに基づいた新しい介護オペ
レーションを実現

排泄予測

⾒守り

⽪膚表⾯の微弱な⽣体電位信号を⽤いることで⼈間の運動意思
を反映した動作アシストが可能。腰にかかる負荷を低減

事業者 ︓CYBERDYNE株式会社 HAL

移動⽀援

移乗⽀援（装着）
メカ系

事業者 ︓RT.ワークス株式会社 RT.1

使⽤者の操作⼒や路⾯環境を勘案したアシスト・ブレーキ制御等
の歩⾏アシスト機能付きカート

超⾳波を利⽤して膀胱の変化を捉え、排尿のタイミングを事前、
事後で各デバイスに通知し管理が可能

ICT系

28
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①開発⽀援（介護テクノロジー利⽤の重点分野）
⺠間企業・研究機関等
⽇本の⾼度な⽔準の⼯学技術を活⽤し、⾼齢者や介護現場
の具体的なニーズを踏まえた機器の開発⽀援

介護現場
開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器に
ついて介護現場での実証

機器の開発 介護現場での実証等

【経産省中⼼】 開発現場と介護現場との
意⾒交換の場の提供等

装着
介助者のパワーアシストを⾏
う装着型の機器

⾮装着
介助者による移乗動作のア
シストを⾏う⾮装着型の機器

⼊浴⽀援

移乗⽀援

⼊浴におけるケアや動作を
⽀援する機器

移動⽀援
屋外
⾼齢者等の外出をサポートし、荷
物等を安全に運搬できるロボット技
術を⽤いた歩⾏⽀援機器

装着
⾼齢者等の外出等をサポートし、転
倒予防や歩⾏等を補助するロボット
技術を⽤いた装着型の移動⽀援機
器

排泄⽀援
排泄予測・検知
排泄を予測⼜は検知し、排泄タイミ
ングの把握やトイレへの誘導を⽀援
する機器

排泄物処理
排泄物の処理にロボット技術を⽤い
た設置位置の調整可能なトイレ

⾒守り・コミュニケーション
⾒守り（施設）
介護施設において使⽤する、各種セ
ンサー等や外部通信機能を備えた
機器システム、プラットフォーム

⾒守り（在宅）
在宅において使⽤する、各種セン
サー等や外部通信機能を備えた機
器システム、プラットフォーム

コミュニケーション
⾼齢者等のコミュニケーションを⽀援
する機器

動作⽀援
ロボット技術を⽤いてトイレ内での下
⾐の着脱等の排泄の⼀連の動作を
⽀援する機器

介護業務⽀援

機能訓練⽀援

認知症⽣活⽀援・認知症ケア⽀援

⾷事・栄養管理⽀援

介護業務に伴う情報を収
集・蓄積し、それを基に、⾼
齢者等への介護サービス提
供に関わる業務に活⽤するこ
とを可能とする機器・システム

介護職等が⾏う⾝体機能
や⽣活機能の訓練における
各業務（アセスメント・計画
作成・訓練実施）を⽀援す
る機器・システム

認知機能が低下した⾼
齢者等の⾃⽴した⽇常
⽣活または個別ケアを
⽀援する機器・システム

⾼齢者等の⾷事・栄
養管理に関する周辺
業務を⽀援する機器・
システム

屋内
⾼齢者等の屋内移動や⽴ち座りを
サポートし、特にトイレへの往復やト
イレ内での姿勢保持を⽀援するロ
ボット技術を⽤いた歩⾏⽀援機器

【厚労省中⼼】
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②海外展開⽀援
 国毎の介護ニーズ・制度・⽂化を的確に捉えること、医療機器認証への対応などのノウハウ不⾜がハードル。

⽀
援
成
果

海外ニーズ/競合分析のサポート マーケティング 認証取得のサポート

対象国・地域の選定

選定国・地域におけ
る介護施設・在宅に
おける現状の課題等
を分析し、市場の発
展可能性を把握

既存の競争状況
の把握、代替品、
新規参⼊状況など
から、当該市場へ
の参⼊可能性を分
析

 どのようなターゲット層
に、どのような点を製
品の魅⼒として訴求す
るのかを整理

 その上で有効なビジネ
スモデルを検討

移乗⽀援、排泄⽀援など、
諸外国では医療機器として
扱われるため、承認が必要
となる。そのため、規制に対
応した臨床評価を国内で実
施する際の⼿引きとなるガイ
ダンスを策定。

⽀
援
策

ⅰ）FS調査・現地ニーズに合わせた改良開発 ⅱ）認証評価ガイドライン

販路開拓

ⅲ）マッチング⽀援

現地の代理店
や顧客とのつな
がりを作る

⼤使館職員を招いた
シンポジウムの開催

臨床評価の⼿順をプロセス毎に
事例を交えて解説

在宅向けロボット介護機器海外展開
事前調査報告書（2023年3⽉20⽇版）

在宅向けロボット介護機器海外展開⽀援
開発事業者のノウハウ集（2023年3⽉）
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②海外展開⽀援
 介護テクノロジー製品の海外展開に向けて、各国の市場動向や海外進出における課題・ニーズ等を整理

 介護テクノロジー製品ごとに有望進出地域や展開⽅法のポイント等を、報告書として公開している

■評価項⽬に基づき各重点分野を評価し、国や地域ごとに
有望進出分野を特定

■国や地域ごとに（19か国等を対象）、介護市場・制度や
現地で販売・開発される機器等の基礎情報を集約

12

③環境整備⽀援（介護ロボットポータルサイト）
 介護テクノロジーの開発と活⽤を推進するため、介護現場で安全かつ効果的に活⽤できる機

器についての情報を発信

 開発⽀援事例、介護テクノロジーの活⽤⽅法や導⼊事例の紹介等の情報を発信するほか、セ
ミナーの実施、相談窓⼝の運営を⾏っている

https://robotcare.jp/jp/home/index https://robotcare.jp/jp/home/index
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介護DXを利⽤した抜本的現場改善事業
令和６年度補正予算額 19億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）
事業⽬的

⾼齢化の進展による介護需要の増加や⽣産年齢⼈⼝の減少
により、介護現場の⼈材不⾜が深刻化している状況。産構審新
機軸部会第３次中間整理（令和6年6⽉3⽇）で⽰されたとお
り、介護⼈材の⼈⼿不⾜や介護需要の増⼤を受け、ＩＣＴ活
⽤や介護ロボットの導⼊等の取組により⽣産性向上が徹底され
る等、ビジネス供給構造の変化が⾒られているところ。
本事業では、機器・システムの改良及び効果検証等を⽀援し、

介護DXパッケージモデルの確⽴、またその投資効果を明らかにす
ることで、介護の⽣産性向上や介護の質の向上等を実現するこ
とを⽬的とする。

商務・サービスグループ
医療・福祉機器産業室

成果⽬標

令和6年度の単年度事業であり、
短期的には、令和8年度までに、⽀援する課題の50％で⽬標と
する投資効果を得ることを⽬指す。
⻑期的には、令和12年度までに、介護DXの横展開を225施設
等に⾏うことを⽬指す。

事業概要

介護テック企業、コンサルタント、福祉施設等でコンソーシアムを
組み、機器・システムに改良を加えながら、介護DXパッケージモデ
ルを確⽴し、効果検証等を⽀援することで、その投資効果を明ら
かにする。
また、地域毎に介護⼈材不⾜を解消したモデル施設を確⽴し、

成功モデル事例の積極的な横展開を促進することで、介護現場
の環境改善を⾼め、地⽅創⽣の推進に資する取組とする。

補助
（2/3）

国⽴研究開
発法⼈⽇本
医療研究開

発機構
（AMED）

⺠間企業等国

補助
（定額）

14

④介護DX（介護DXを利⽤した抜本的現場改善事業）
 介護テクノロジーの開発・普及は、介護業界の⼈材不⾜解消に有効な⼿段であるが、介護現場では、「⾼額な導⼊コ

スト」、「導⼊効果が実感・想像できない」、「経営者のビジョン」等の理由から、導⼊率が伸び悩んでいる

 先進的な設備投資として、介護テクノロジーを組み合わせて使いやすい型にパッケージ化することに着⽬し、施設等で
パッケージモデルを評価しながら、機器の開発改良、現場改善の伴⾛⽀援を併せて⾏うことで、その投資効果を明ら
かにする事業を⽴ち上げた

地域のトップランナーになり得る施設等を地域単位でモデル施設として確⽴し、
周りの介護現場に普及するように、好事例の積極的な横展開を図る
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④介護DX（介護DXの⽬指すところ）
• 現在、介護現場で最も効果が評価されているのは、介護記録システムや⾒守りセンサーである
• これらのICT機器を活⽤するにあたっては、

①単品の機器よりも複数の機器やソフトが連携している⽅が⾶躍的に⽣産性が⾼まること、
②単に機器を導⼊するのではなく、職員ひとりひとりが使い⽅を学び定着させていくこと、

で、より⾼い効果が出せるものと挙げている

15

介護施設や在宅等において使⽤する、各種センサー等や外部通信機能を
備えた機器システム、プラットフォーム

⾒守り
介護業務に伴う情報を収集・蓄積し、それを基に、⾼齢者等への
介護サービス提供に関わる業務に活⽤することを可能とする機器・
システム

介護業務⽀援

（介護施設） （在宅）

④介護DX（事業概要）
 施設の課題に応じて、①必要な介護テクノロジーを選定し、②介護職員が機器の扱い⽅を定着できるよう伴

⾛⽀援し、③機器の効果を評価しながら開発改良⽀援を⾏うことで、抜本的な効率化が発揮できるよう介護
DXパッケージモデルを提供する

 在宅介護サービスは、複数の事務所が連携して介護業務を成⽴させている。個々の事務所に介護DXパッケー
ジモデルを⽀援するよりも、複数の事務所をエリア単位で⽀援する⽅が⾼い効果を出せると期待。

16
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【ご参考】⼤阪・関⻄万博

17

万博の多彩な魅⼒

「パビリオン」
 160を超える国・地域・国際機関が最新の

技術・独⾃の⽂化を紹介する海外パビリオン
 各界の最前線で活躍する８名のプロデュー

サーが主導するシグネチャーパビリオン
 ⺠間パビリオン、⽇本館や⼤阪ヘルスケアパ

ビリオン、関⻄パビリオン など

「イベント」
 ほぼ毎⽇がどこかの国のナショナルデー
 万博のテーマに即した「テーマウィーク」
 ⼦どもたちや若者主体のイベント
 ⽇本の伝統⽂化・近代⽂化、地域の魅⼒を発

信するイベント
 科学技術や新たなデジタルテクノロジーを体験でき

るイベント など

「経済交流」
各国からのビジネス・ミッション、会場外での展⽰会、
スタートアップ・ピッチイベント など 18

• 万博は、各国・企業の「パビリオン」だけでなく、数千を超えるイベント（「催事」）も開催。さらに、会場内
外で、多彩な「ビジネス機会」を提供。
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19

ヘルスケア
• 最先端の技術を活⽤する未来の医療・健康管理を先取り。

●「動く⼼臓」の再現
iPS細胞などに由来する移植⽤臓器をつくるという
再⽣医療分野の究極の⽬標に向けて、
将来の「⼈⼯⼼臓」開発のベースになる技術として、
iPS細胞を使った⼼筋シートを活⽤して
⽴体的に「動く⼼臓」を再現

【パソナパビリオン】

●最先端介護機器の体験
⾝体を清潔にするとともに、湯船のセン

サーで⼼拍数等をデータ化、AIが不整脈
を検知する機器の展⽰。
（現代版「⼈間洗濯機」）。

【⼤阪ヘルスケアパビリオン】

●ＰＨＲ連携が⽣み出す、新時代の
ウェルネス体験

ウェアラブル端末などで取得した個⼈の
健康データ（PHR）の活⽤により、
個⼈毎にカスタマイズされた
「運動・⾷事・睡眠」などの
新たなサービスの体験を通じ、
未来の健康社会の可能性を実感
(PHR︓Personal Healthcare Record)

【メッセ、FLE等（経産省）】

● 「健康実現住宅」体験
来場者の健康データをセン

サーで収集、AIなどで解析。
住宅が健康アドバイスを⾏う
未来の住空間を体験。

【飯⽥パビリオン】

※ChatGPTにて⽣成

20

テーマウィーク（世界との対話・交流の場）
• 期間中は同じテーマを持つ企画を集め、来場者に地球規模の課題解決を考えるきっかけを与える取組

• 健康とウェルビーイング(6/20~7/1)では、健康・医療・ヘルスケアを学べる展⽰・体験型イベントを企画

04. ⽇本の先進的な医薬品等の
情報発信

05. 介護ロボット等
テクノロジーの普及

01. 新時代の治療法

02. 障害者⾃⽴⽀援機器

03.新しい認知症観を未来へ

06. ユニバーサル・
ヘルス・カバレッジ

07. PHR 連携が⽣み出す、
新時代のウェルネス体験

08. 次世代医療機器等体験コーナー

テクノロジーを駆使した最新の機器を展
⽰します。医療分野では実⽤型⼿術⽀援
ロボットや AI による画像診断ソフト
ウェア等、医療現場で活⽤されている最
先端の機器を実演します。福祉分野では、
超⾳波を利⽤したウェアラブル端末など
最新技術を⽤いた機器の体験が可能です。
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